
様式例（法第28条第1項関係「前事業年度の事業報告書」）

１　事業の成果

２　事業の実施に関する事項

(1)　特定非営利活動に係る事業

令和5度事業報告書

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

愛媛県八幡浜市矢野町六丁目３１番地1 ESPOIRビル1F
特定非営利活動法人やわたはま銀座バスケット

代表理事　中村　千枝

今期は「日本財団」が全国に展開する「子ども第三の居場所」事業の愛媛県八幡浜拠点としての採択を受け、拠
点名を「子ども第三の居場所 あむ」と定め活動を開始する事ができました。同事業は、南予地域では初の開所
だったことから、多くの報道や八幡浜市広報にもお取り上げ頂きました。法人が入るESPOIRビルの1・2Fを新た
に契約拡張し、110.5㎡に放課後から20時迄の小学生の居場所（定員15名）を確保・運営するもので、開所式迄
の約６か月をかけて、施設修繕・備品と車両の確保を行い、9/27に正式に開所する事が出来ました。(事業の詳
細は日本財団canpanのページからご確認いただけます）
2019年から継続する（長期休暇預りの）休日子どもクラブも、1日利用を開始する事で、常態的なニーズ超過を
緩和し、より広く児童を預かる事が出来る環境に整備し、高い利用者満足度を維持できました。
地域活動では、愛媛県ＮＰＯ法人活動助成事業の採択をいただき、様々なイベントを開催し、２月には作家のい
わいまさとさんを招いた、無料の美術展「いわいまさと猫絵日記展」を開催、277名のご来場をいただきまし
た。法人会員による小学生の下校見守りも継続実施し、多くの法人会員に参加いただいております。
法人の目的である「子どもをひとりにしない町づくり」は、「あむ」の開所を以って、より実態的なものとな
り、Re-本‐Dayはじめ、子ども事業を包括的に展開できる基盤も図れました。
皆様からの温かな見守りの上で、理想的な施設の確保と通年の児童預りが実現出来る事は、法人として大きな転
換点であり感謝の１年となりました。次年度も継続して、目標に向かってまい進して参ります。
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 ②子育て支援に
関する事業

令和５年度日本財団子ど
も第三の居場所事業 愛媛
県八幡浜拠点 子ども第三
の居場所あむの開設・運
営

事業費
の金額

（千円）

 ①子どもの長期
休暇・農繁期を
中心とした居場
所づくり事業

令和５年度八幡浜市休日
子どもサポート事業

R5/4/1
～
R6/3/31

ESPOIR
ビル２F
右

14人
登録者37人
延746人

4,921

R5/4/1
～
R6/3/31

ESPOIR
ビル１F
及び２F
左

6人
184日
延912人

Re-本‐Dayは本年より、
上記②子ども第三の居場
所事業に統合
人数のみ参考抜粋

R5/4/1
～
R6/3/31

ESPOIR
ビル１F

2人

30,930

（11日
延147人）
※上記に含
む

（2日
延85人）

クリスマスイルミネーションイ
ベントは子どもを中心とした事 R5/11/26

ゆめみ
かん



6日
延322人

463

延85人）
※上記に含
む

市内小学生 0

ベントは子どもを中心とした事
業である為、本年より上記②子
ども第三の居場所事業に統合
人数のみ参考抜粋

R5/11/26
R5/12/2

かん
/ESPOIR
ビル前

4人

 ③地域交流に関
する事業

愛媛県NPO法人活動助成事
業（各種イベント・猫絵
日記展）

R5/4/1
～
R6/2/29

ESPOIR
ビル2F
八幡浜
市美術
館

2人

 ②子育て支援に
関する事業

法人会員による小学生下
校見守り

R4/7/5
R4/11/4

各小学
校指定
場所

法人会
員各回
１０社
程度





法人名： 特定非営利活動法人やわたはま銀座バスケット

活動計算書
2023　年　4　月　1　日　から　2024　年　3　月　31　日　まで

(単位：円)

科　　目 金　　額

 I  経常収益

1. 受取会費

正会員受取会費 56,000

賛助会員受取会費 306,000 362,000

2. 受取寄附金

受取寄附金 76,560 76,560

3. 受取助成金等

受取民間助成金 30,400,000

受取国庫補助金 4,523,000 34,923,000

4. 事業収益

八幡浜市 休日子どもサポート事業収益 648,000

日本財団 子ども第三の居場所事業収益 308,940 956,940

5. その他収益

受取利息 24

雑収益 15,211 15,235

　　経常収益計 36,333,735

 II  経常費用

1. 事業費

（1）人件費

給料手当 7,951,291

法定福利費 610,927

福利厚生費 25,400

人件費計 8,587,618

（2）その他経費

業務委託費 1,267,691

印刷製本費 103,843

会議費 17,732

交際費 6,600

旅費交通費 214,316

車両費 3,683,383

通信運搬費 377,662

消耗品費 8,384,024

修繕費 11,295,560

水道光熱費 287,508

地代家賃 1,083,200

賃借料 106,705

保険料 132,596

諸会費 5,000

租税公課 16,750

研修費 13,000

支払手数料 150,480

新聞図書費 2,904

雑費 94,379

広告宣伝費 83,607

リース料 51,590

食糧品費 348,475

その他経費計 27,727,005

事業費計 36,314,623

2. 管理費

（1）人件費

給料手当 28,000

人件費計 28,000

（2）その他経費

業務委託費 15,000

印刷製本費 14,808

会議費 17,047

旅費交通費 5,447

通信運搬費 11,894

消耗品費 7,848

地代家賃 25,000

保険料 2,692

租税公課 3,300

支払手数料 18,862

広告宣伝費 11,000

リース料 6,820

その他経費計 139,718

管理費計 167,718

　　経常費用計 36,482,341

当期正味財産増減額 △ 148,606

前期繰越正味財産額 439,802

 　　 次期繰越正味財産額 291,196



法人名： 特定非営利活動法人やわたはま銀座バスケット

貸借対照表
2024　年　3　月　31　日　現在

(単位：円)

科　　目 金　　額

Ⅰ 資産の部

1. 流動資産

現金預金 627,950

未収金 97,540

Airレジ 48,500

前払費用 166,310

流動資産合計 940,300

2. 固定資産

（1）投資その他の資産

保険積立金 49,247

投資その他の資産計 49,247

固定資産合計 49,247

資産合計 989,547

Ⅱ 負債の部

1. 流動負債

未払金 664,228

預り金 34,123

流動負債合計 698,351

2. 固定負債

固定負債合計 0

負債合計 698,351

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産 439,802

当期正味財産増減額 △ 148,606

正味財産合計 291,196

負債及び正味財産合計 989,547



法人名： 特定非営利活動法人やわたはま銀座バスケット

財産目録
2024　年　3　月　31　日　現在

(単位：円)

科　　目 金　　額

Ⅰ 資産の部

1. 流動資産

現金預金

手元現金 37,106

普通預金　GMOあおぞらネット銀行総合 284,234

普通預金　GMOあおぞらネット銀行子ども第三の居場所 25,139

普通預金　GMOあおぞらネット銀行クラブ 61,093

普通預金　伊予銀行 73,213

普通預金　GMOあおぞらネット銀行管理 40,722

普通預金　愛媛銀行 47,279

普通預金　JAにしうわ 45,824

d払い・メルペイ 3,600

PayPay 9,740

未収金

休日子どもクラブ利用者　14名 30,400

あむ利用者　21名 67,140

Airレジ

システム利用者10名 48,500

前払費用

家賃・駐車場前払分 97,290

火災共済2024/4月以降分 33,764

スポーツ安全協会2024/4月以降分 15,340

その他2件 19,916

流動資産合計 940,300

2. 固定資産

（1）投資その他の資産

保険積立金

JA建物更生共催　積立部分 49,247

固定資産合計 49,247

資産合計 989,547

Ⅱ 負債の部

1. 流動負債

未払金

ALSOK 14,740

サニクリーン四国 9,185

従業員給与３月 640,303

預り金

預り源泉税 34,123

流動負債合計 698,351

2. 固定負債

固定負債合計 0

負債合計 698,351

正味財産 291,196



財務諸表の注記

1. 重要な会計方針

（1） 消費税等の会計処理

2. 事業別損益の状況

事業別損益の状況は以下の通りです。

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

財務諸表の作成は、NPO法人会計基準（２０１０年７月２０日　２０１7年１２月１２日最終改正　ＮＰＯ法人会計基準協議会）によっています。


